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Ⅰ はじめに

• 我が国における⽔ビジネスの海外展開は、経済産業省が2010年4⽉に「⽔ビジネスの国際展開に
向けた課題と具体的⽅策」を取りまとめ、世界の⽔ビジネス市場での案件獲得を⽬指して政策対話
や技術開発・実証、官⺠連携の推進等の取組が進められてきた。⽇本企業による海外⽔ビジネス市
場での案件獲得は増加しており、今後も⾼い技術⼒等を背景にさらなる展開が期待されている。

• 他⽅、⽔ビジネスの場合は、市場のボリュームゾーンが施設整備（機器・部材売り含む）ではなく、
事業運営であるとされており、そこにどのように展開していくかもポイントとなる。

• 事業運営については、我が国では⾃治体が主体で実施し、各種ノウハウを保有していることもあり、
海外展開にあたっては、⾃治体と⺠間企業の連携が必要である。

• 加えて多様なインフラ需要を取り込むためには、コアとなる技術・価値やプロジェクトの主導権を確保
しつつ、グローバルパートナーシップを促進することも重要である。

• また前提として、相⼿国の⽔ビジネスに関する法制度の整備状況（事業運営に関わるPPP法や⽔
質や再⽣⽔利⽤に関する法規制）のほか、財政状況や上下⽔道事業の⼈的資源の状況なども重
要な指標となる。

• 本調査では、主として⽔ビジネスにおける①海外市場の現状把握、②海外主要地域の発展状況の
分析、③2010年以降の主要施策の振り返り、④⽇本企業の海外での展開状況について把握、
分析を⾏った。

• また、「⽔ビジネスの海外展開に関する有識者研究会」を開催し、そこで得られた有識者からの意⾒
をとりまとめ、⽔ビジネス海外展開に向けた今後の⽅向性を⽰している。
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Ⅱ 海外⽔ビジネス市場の現状
主要企業の⽔ビジネス売上⾼
 世界の主要な⽔ビジネス企業の売上⾼は以下のとおり。フランス企業であるVeoliaとSuezが他企業を⼤きく引き離してトップ2となって

いる。3位のChina Energy Engineeringは中国国内でEPC、⽔道事業運営や投資を実施している。5位のSabespはブラジルで
上下⽔道分野における運営維持管理サービスを実施している。⼀⽅、4位のXylem、6位のGrundfosはポンプなど⽔処理装置を中
⼼とした実績を有している。

 ⽇本企業では、クボタ、栗⽥⼯業、東レが売上⾼上位にランクインしている。

（出所） WaterData（Global Water Intelligence） より富⼠経済作成。 Global Water Intelligenceが売上⾼を把握している企業に限る。

順位 企業名 本拠地 ⽔ビジネス売上⾼
（2019）

⽔ビジネス売上⾼
（2019（百万円）） 事業分野

1 Veolia フランス $12.2bn 1,329,922薬品、膜、部材・装置、電気設備、EPC、投資、運営維持管理等サービス
2 Suez フランス $11.2bn 1,220,912薬品、膜、部材・装置、電気設備、EPC、投資、運営維持管理等サービス
3 China Energy Engineering（中国能源建設） 中国 $5.8bn 632,258EPC、投資、運営維持管理等サービス
4 Xylem アメリカ $5.25bn 572,303電気設備、運営維持管理等サービス、部材・装置
5 Sabesp ブラジル $4.47bn 487,275運営維持管理等サービス
6 Grundfos デンマーク $4.14bn 451,301電気設備、部材・装置

7 Beijing Enterprises Water Group（北控⽔務
集団） 中国 $3.62bn 394,616EPC、投資、運営維持管理等サービス

8 American Water アメリカ $3.61bn 393,526運営維持管理等サービス
9 Core & Main アメリカ $3.4bn 370,634電気設備、部材・装置、運営維持管理等サービス
10 Orbia メキシコ $3.39bn 369,544薬品、部材・装置
11 Pentair アメリカ $3.02bn 329,210膜
12 A.O. Smith アメリカ $2.9bn 316,129部材・装置
13 クボタ ⽇本 $2.89bn 315,039膜、部材・装置、EPC
14 Jacobs Engineering Group アメリカ $2.7bn 294,327電気設備、EPC、運営維持管理等サービス
15 Thames Water イギリス $2.69bn 322,670運営維持管理等サービス
16 China Lesso Group(中国聯塑集団) 中国 $2.61bn 284,516部材・装置
17 Korea Water Resources 韓国 $2.58bn 281,246電気設備、EPC、運営維持管理等サービス、投資
18 栗⽥⼯業 ⽇本 $2.44bn 265,984薬品、部材・装置、電気設備、EPC、投資、運営維持管理等サービス
19 Doosan Heavy Industries(⽃⼭重⼯業) 韓国 $2.4bn 261,624部材・装置、EPC、運営維持管理等サービス
20 United Utilities イギリス $2.3bn 250,723運営維持管理等サービス、投資
21 Severn Trent イギリス $2.24bn 244,182運営維持管理等サービス
21 東レ ⽇本 $2.24bn 244,182膜
23 KSB ドイツ $2.14bn 233,281部材・装置
24 ACS スペイン $1.8bn 196,218EPC、運営維持管理等サービス
24 Anglian Water Group イギリス $1.8bn 196,218運営維持管理等サービス

【図表１ 世界の主要企業における⽔ビジネス売上⾼】
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Ⅳ. ⽔ビジネスに関する政策の振り返り

⽔ビジネスの国際展開に
向けた課題と具体的⽅策
（2010年4⽉）

経済産業省

・世界的な⽔問題に対し、我が国企業の強みを⽣かしてその解決に貢献するべく、2009年10⽉より、
「⽔ビジネス国際展開研究会」を開催し、課題とその解決のための具体的⽅策についてとりまとめた。

・優先して取り組むべき事業分野として、上下⽔分野を「ボリュームゾーン」、我が国企業が優位な⽔
循環技術の活⽤が求められる分野を「成⻑ゾーン」、市場の成⻑率に着⽬し、優先して取り組むべ
き国や地域(中国、ASEAN地域、インド、中東、アフリカ）を特定している。

⽔ビジネスの今後の海外展開の
⽅向性
（2017年3⽉）

経済産業省
・技術優位分野や上下⽔道分野での展開、優先⽬標の国・地域について、機器売りのみで稼ぐこと
の限界や新興国の⼤規模⽔ビジネス企業の台頭等、現状認識が⽰された。

・機器売りに限定せずO&Mを含めたパッケージ展開や、上下⽔道分野のローテク市場を獲得した上で
ハイテク市場へ拡⼤する中⻑期戦略的アプローチ等、今後の⽅向性をまとめている。

新⽔道ビジョン
（2013年3⽉） 厚⽣労働省

・⽔道の全体像を「安全」、「持続」、「強靭」という３つの観点から捉え、実現⽅策を整理している。国
際展開の⽅向性については、「海外への展開と⽔ビジネスの連動推進」、「職員の研修による⼈材育
成」、「⽇本の技術・ノウハウの国際的活⽤」の三点を⽰している。

・「海外への展開と⽔ビジネスの連動推進」の⽅向性は、官⺠連携による案件発掘の推進や、相⼿国
政府等とのパートナーシップを基とした我が国企業や⽔道技術のPR実施としている。

・「職員の研修による⼈材育成」の⽅向性は、JICAの技術協⼒プロジェクトへの積極的な協⼒や、国
際経験を積んだ⾼度な⽔道技術者の積極的な養成が挙げられている。

・「⽇本の技術・ノウハウの国際的活⽤」の⽅向性は、アジア・アフリカ諸国の⽔需要の⾼まり等を視野
に⼊れた、我が国企業の技術・ノウハウの海外展開を挙げている。

新下⽔道ビジョン加速戦略
（2017年8⽉） 国⼟交通省

・基本⽅針として、新たに推進すべき項⽬・取組を加速すべき項⽬・各施策の円滑な推進のための項
⽬が選定された。

・新たに推進すべき項⽬には、「官⺠連携の推進」、「下⽔道の活⽤による付加価値向上」が定められ
ている。

・取組を加速すべき項⽬としては、「汚⽔処理システムの最適化」、「マネジメントサイクルの確⽴」、「⽔
インフラ輸出の促進」、「防災・減災の推進」が挙げられている。

・各施策の円滑な推進のための項⽬として、「ニーズに適合した下⽔道産業の育成」、「国⺠への発
信」が選定されている。

「⽔ビジネス国際展開に向けた課題と具体的⽅策」（2010年4⽉）において⽇本が狙うべき市場を⽰し、その⽀援を⾏ったが、2017年3
⽉時点の現状認識を踏まえて今後の展開の⽅向性がまとめられた。

⽔ビジネスに関する政策の振り返り

（出所） 「⽔ビジネスの国際展開に向けた課題と具体的⽅策（2010年4⽉）」（⽔ビジネス国際展開研究会）
「⽔ビジネスの今後の海外展開の⽅向性（2017年3⽉）」（経済産業省）
「新⽔道ビジョン（2013年3⽉）」（厚⽣労働省）
「新下⽔道ビジョン加速戦略（2017年8⽉）」（国⼟交通省）

【図表2 主要省庁における⽔ビジネス海外展開政策】
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Ⅳ. ⽔ビジネスに関する政策の振り返り

海外展開戦略（⽔）
（2018年7⽉） 内閣官房

・経協インフラ戦略会議において、インフラシステムの海外展開や、我が国の海外経済協⼒に関する重
要事項等が議論されている。第38回経協インフラ戦略会議では、⽔をテーマに議論が⾏われた。

・我が国の強みと課題を明らかにし、今後の取り組むべき課題がとりまとめられている。
・河川管理や上下⽔道、⼯業⽤⽔など技術分野ごとに我が国企業の優位技術と、それを適⽤可能
な海外地域が整理されており、さらにそれぞれに対応した横断的施策も⽰されている。

海外展開戦略（⽔道分野）
2018
（2019年3⽉）

厚⽣労働省
・横断的施策は8テーマ（我が国の技術・ノウハウのパッケージ提案、独法等の知⾒の活⽤、国内での
知⾒の蓄積、各国のニーズに応じた上流からの提案、ソフトインフラの⽀援強化、幅広い海外パート
ナーとの連携、質が⾼く安全な技術の国際スタンダード化、公的⽀援の拡充）に焦点が当てられて
いるが、それらの海外展開の対応⽅針がまとめられている。

インフラシステム海外展開⾏動
計画
(2020年7⽉)

国⼟交通省

・「国⼟交通省インフラシステム海外展開⾏動計画」（2016年3⽉）で策定された⾏動計画以後の
134件の取組みを分析して課題を抽出して、今後取組むべき主な施策に反映し、「⾏動計画
2020」として改定を⾏った。

・課題として、「我が国と競合国の企業規模や競争⼒の差」や「我が国企業の技術的優位性の相対
的低下」、「我が国業界の内向き体質と海外事業経験不⾜」、「相⼿国の事情による困難の発⽣」
が指摘されている。

・今後取組むべき主な施策として、「川上からの継続的関与の強化」、「PPP案件への対応⼒の強化」、
「我が国の強みを活かした案件形成」、「我が国コンサルタントによる調査等の質の向上」、「我が国
企業の競争⼒の強化」、「我が国企業の海外展開に係る⼈材の確保と環境の整備」、「受注後の
継続的なフォローアップ」、「新型コロナウイルス感染拡⼤を踏まえた対応」の8点がまとめられている。

「海外展開戦略（⽔）」（2018年7⽉）において⽰された横断的施策を推進するため、⽔道分野における
海外展開の対応⽅針がまとめられている。

インフラシステム海外展開
戦略2025
（2020年12⽉）

内閣官房

・新興国企業との競争の激化やSDGｓ（2015年国連）の考え⽅の普及等、近年の情勢変化を
踏まえ、2021年から5年間の新⽬標を掲げた新戦略を策定。

・「経済成⻑の実現」という単独⽬的から、「カーボンニュートラル、デジタル変⾰への対応を通じた経済
成⻑の実現」「SDGｓ達成への貢献」等、重層的な⽬的となり、施策の柱はこれまでの4本から8本
に再構築された。

・ 官⺠及び関係省庁間の情報共有の徹底、⼀体となって戦略的に対応するためのプラットフォームを
⼀層充実させ、2025年に34兆円のインフラ受注を⽬指すとこととしている。

（出所） 「海外展開戦略（⽔）（2018年7⽉）」（内閣官房）
「海外展開戦略（⽔道分野）2018（2019年3⽉）」（厚⽣労働省）
「国⼟交通省インフラシステム海外展開⾏動計画2020（2020年7⽉）」（国⼟交通省）
「インフラシステム海外展開戦略2025（2020年12⽉）」（経協インフラ戦略会議）

【図表2 主要省庁における⽔ビジネス海外展開政策（続き）】









23

Ⅰ. はじめに

Ⅱ. 海外⽔ビジネス市場の現状

Ⅲ. 世界の国・都市における⽔ビジネスのポテンシャル

Ⅳ. ⽔ビジネスに関する政策の振り返り

Ⅴ. 本邦企業の海外⽔ビジネス展開状況

Ⅵ. ⽔ビジネスの現状と今後の展望

Ⅶ. ⽔ビジネスの海外展開に向けた今後の⽅向性











28

Ⅴ. 本邦企業の海外⽔ビジネス展開状況

2016年度
（55社）

2017年度
（51社）

2018年度
（70社）

2019年度
（73社）

上⽔

海外市場規模 22兆394億円 23兆8,758億円 24兆2,862億円 24兆4,242億円

⽇本企業海外売上⾼ 483億円 387億円 62億円 111億円

⽇本企業占有率 0.22% 0.16% 0.03% 0.05％

下⽔

海外市場規模 24兆1,927 26兆6,890億円 27兆9,654億円 28兆4,304億円

⽇本企業海外売上⾼ 181億円 140億円 156億円 314億円

⽇本企業占有率 0.07% 0.05% 0.06% 0.11％

産業⽤⽔
・その他

海外市場規模 15兆3,681億円 16兆4,615億円 17兆4,159億円 18兆1,254億円

⽇本企業海外売上⾼ 1,295億円 601億円 297億円 1,329億円

⽇本企業占有率 0.84% 0.36% 0.17% 0.73％

海⽔
淡⽔化

海外市場規模 6,591億円 7,634億円 7,820億円 8,893億円

⽇本企業海外売上⾼ 165億円 45億円 476億円 222億円

⽇本企業占有率 2.50% 0.59% 6.09% 2.49％

事業分野⾮回答 754億円 1,311億円 2,186億円 1,497億円

事業分野別にみた⽇本企業の占有率
 上⽔・下⽔分野とも前年調査からは増加に転じている。アジアでの実績が中⼼であるが、欧州、北⽶、アフリカ

などでの実績もみられる。上下⽔道分野の案件は、現地政府の政策の影響等を受けるため、案件形成から
受注まで時間を要するという声もある。

 産業⽤⽔その他では、アジアにおける半導体・電⼦部品関連⼯場向けの⽔処理や超純⽔供給等の需要が
みられた。

※2018年度以前のデータは既往調査を参照。
※「産業⽤⽔・その他」や「海⽔淡⽔化」の実績は、回答企業における案件の有無や規模により⼤きく変動
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Ⅴ. 本邦企業の海外⽔ビジネス展開状況
機能別海外拠点数

欧州/93 北⽶/70 中南⽶/24 中東/44

アフリカ/16 中国/317 アジア（中国除く）/354

 本邦企業が⽔ビジネス展開のために海外に設置している拠点数を、「営業拠点」「製造拠点」「サービス拠点」
の機能別に調査した（⼀つの拠点で複数機能を有する場合は延べ数としてカウント）。

 本邦企業の実績が多い「アジア（中国除く）」は、総数、機能別のいずれも拠点設置数が最も多い。次いで
中国、欧州、北⽶での拠点設置数が多くなっている。

営業拠点（現地営業所） 製造拠点 サービス拠点（メンテナンス、O&M）【凡例】

（単位︓カ所）
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Ⅵ. ⽔ビジネスの現状と今後の展望

⽇本が優位性を有する
技術の海外展開

海外展開を活発化する
ための⾃治体と⺠間

との連携

⽇本企業の強みである現地事情に
即した最適なソリューションの提供

⽇本と現地・海外の各プレーヤー
によるチーム構築

CORE JAPANを踏まえた
今後の⽅向性

グッドプラクティス

政府による⽀援の⽅向性と具体策

⾃治体に期待される役割

⾃治体と⺠間企業の連携の⽅向性

 本邦技術の優位性やLCCに対する理解を醸成しつ
つ、相⼿国⽬線で案件に関与

 現地官⺠関係者との連携
 ⽇本国内で実績を構築し、海外展開へ

 ソフト⾯での⽀援（マスタープラン作成への関与な
ど）、トップセールス、⽇本のオペレーターの育成、
⼈材育成、実証機会の提供、⾦融⽀援

⽔ビジネスの海外展開に関する有識者研究会での議論のまとめ

 国際貢献や技術協⼒を通じた相⼿国政府とのビジ
ネス基盤の構築、現地の課題やニーズの⺠間企業
への共有、国内での経験値蓄積のための機会提供

 ⾃治体のアドバイザリー機能強化による⽇本企業の海
外事業展開の後押し

 ⾃治体と⺠間企業によるパッケージ型⽀援の拡充
 ⾃治体の管理運営ノウハウの⺠間企業への共有

 予定通りに施設建設・設備納⼊する完⼯ノウハウ
 ⻑期間に渡り安定したサービスを提供するノウハウ
 各種ノウハウによる現地事業体への付加価値提供

 ⽇本と現地の各⾃治体間で信頼関係を構築した
上で、⺠間企業のビジネスノウハウを統合

 現地事情に精通した現地・海外パートナーとの連携

 相⼿国のインサイダーとなる、実情に踏み込む視点
 官⺠組織の垣根を超えた⼈材育成
 政策対話等を通じた政府による⽀援の継続

⽔分野における
CORE JAPAN※

※コアとなる技術・価値や
プロジェクトの主導権を
確保しつつ、グローバル・
パートナーシップを実現
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（参考）⽔ビジネスの海外展開に関する有識者研究会メンバー
※ 五⼗⾳順、敬称略
※ ◎は座⻑

新井 佳代 東京都⽔道局 総務部 国際施策推進担当課⻑
⽯川 直之 伊藤忠商事株式会社 プラント・船舶・航空機部⾨ 都市環境・電⼒インフラ部 ｼﾆｱﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ
⽯橋 健太郎 株式会社⽇⽴製作所 ⽔・環境営業統括本部 国際営業本部 ⽔システム営業部⻑
上⽥ 哲也 北九州市上下⽔道局 海外事業部 海外事業課 海外事業担当課⻑
岡 俊⼦ 株式会社岡＆カンパニー 代表取締役
加藤 篤司 双⽇株式会社 海外業務部担当部⻑（官⺠ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ︓⽔ｲﾝﾌﾗ国際展開ﾀｽｸﾌｫｰｽﾘｰﾀﾞｰ）
⻫藤 慶太 三菱商事株式会社 都市インフラ本部 ⽔事業部 海外事業開発チーム チームリーダー
坂本 正⺒ 丸紅株式会社 環境インフラプロジェクト部⻑補佐
寒川 博之 メタウォーター株式会社 海外営業部 部⻑
滝⼝ 勝⼠ 住友商事株式会社 海外インフラ事業部 部⻑代理
滝沢 智 東京⼤学⼤学院⼯学系研究科教授
⽥畑 健⼀ ⽇⽴造船株式会社 環境事業本部 グローバル事業統括部 プロジェクト開発グループ 担当部⻑
中村 晋太郎 福岡市総務企画局 国際部国際協⼒課 課⻑
⻑屋 敬⼀ JFE エンジニアリング株式会社 環境本部 海外事業部営業部⻑
服部 聡之 株式会社エンビズテック 代表
⼭下 朋美 横浜市⽔道局 事業推進部 国際事業課⻑
吉川 浩⾂ 株式会社クボタ 環境海外推進部営業グループ グループ⻑
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